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「マイナンバー法」に反対する会長声明 
 

 

１ 政府は、いわゆる「社会保障・税共通番号制」に係る法律（正式名称「行政手続

における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律」、略称「マイナ

ンバー法」）案を閣議決定し、国会に提出している。 

  この法案は、全ての国民と外国人住民に対して、社会保障と税の分野で共通に利

用する識別番号（共通番号）をつけ、現有並びに将来の当該分野の個人情報を情報

提供ネットワークシステムを通じて統合させる制度の基盤となるものである。 

  共通番号制は、我が国に居住する個人に関する国の保有する情報を各人の番号に

より管理するものであり、将来的には、「国民ＩＤ制度」或いは、かつての「国民

総背番号制」を志向するものである。しかし、既に、共通番号制を実施するアメリ

カや韓国においては、本人になりすまし、個人情報が入手されるなどの弊害も聞く。

また、最高裁において、個人の内面にかかわるような秘匿性の高い本人確認情報で

はないと指摘されたいわゆる「住基ネット」とは異なり、共通番号制が統合する個

人情報は、個人にとって極めて秘匿性の高いものであり、これまでの国の個人情報

管理のあり方を根本から覆す制度である。 

  この点から、共通番号制の導入に当たっては、その必要性ならびに統合された個

人情報の保護については慎重に検討されなければならない。 

 

２ ところで、複数の機関に存在する個人情報が同一人の情報であることを確認する

場合、従前より、「氏名」「生年月日」「性別」「住所」のいわゆる基本４情報に

より、相当程度、個人情報の同一性確認が可能であった。 

  しかし、これまでのところ、社会保障分野や税務分野において、特に、これまで

と異なる情報連携を必要とする理由、情報連携を行うために共通番号を必要とする

理由等の共通番号制の具体的必要性や利用目的については明らかとされず、共通番

号制に代わる手段の有無等も検討されておらず、共通番号制導入により構築される

であろうネットワークシステムに関する費用対効果も検討し得ない状況にあり、専

ら、共通番号制の導入のみが先行している嫌いがある。 

 

３ また、複雑な情報化社会である現代において、国の保有する個人情報は、基本的

人権であるプライバシー権の対象であり、その情報が漏洩されれば、直ちに個人の

人格的生存に影響を与え、回復困難な被害を及ぼすことになる。 

  しかしながら、各人に交付されるＩＣカードに各人の共通番号が記載されるため、

同カードの喪失は、直ちに、共通番号で統合された広範な機微情報（治療歴等）を

含む個人情報の不正利用並びに漏洩の危険にさらされることを意味する。 

  加えて、将来的には、民間においても共通番号制によって統合化された各個人情

報を広範に利用することを予定していながら、具体的にいかなる事務について情報

が利用されるかについて、個人が事前に知悉することは困難であり、個人情報が利

用される場合にも、原則として本人の同意は不要とされている。 

  したがって、本人の事前同意を不要とするだけの個人情報保護の措置が講じられ

ていなければならない。 

  ところが、現在の法案によれば、第三者機関による管理を予定しながら、その機
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関の権限は不十分であり、担当人員も７名程度であり、その実効性には疑問がある。

また、情報漏洩行為が過失によっても生じることからすれば、罰則強化による個人

情報の保護は、十分な対策とは評価できない。 

  さらに、各人に関する個人情報の利用履歴の事後確認方法は、各人が自らの共通

番号を入力し、コンピュータ等の情報端末を操作しなければならず、こうした操作

ができない者について自らの情報の利用履歴を確認する術はなく、仮に、操作がで

きたとしても、不正利用が確認できた場合の利用中止請求等に関する迅速な手続は

保障されていない。   

  したがって、現在のところ、共通番号制によって統合された情報を利用するリス

クを十分に検討し、個人情報保護の措置が講じられているとはいえない。 

 

４ 以上に述べたとおり、共通番号制の必要性、並びに、共通番号制の導入に伴う個

人情報保護措置については未だ十分な議論を尽くしているとは言えず、この点につ

いて国民的な理解も不十分であることから、当会は、同法案をもって拙速に法律化

することは、最も重要な基本的人権の１つであるプライバシー権を著しく損なう事

態を招くものであるとして、強く反対するものである。  
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